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はじめに

本テキストは、2024年10月1日現在の情報により作成し

ています。
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Ⅰ ２０２４年重点施策
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１ 要請前文

7



8

出典：「コロナ資金繰り支援策の転換を踏まえた事業者支援の徹底等について」（金融庁）



9出典：「中小企業政策審議会・金融小委員会（第10回）」令和5年6月29日開催



２ コロナ資金繰り支援策の転換
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12出典：「コロナ資金繰り支援策の転換を踏まえた事業者支援の徹底等について」（金融庁）



１ 現状の経営課題

13

１ 資材等の価格上昇

２ 人手不足

３ 返済金利の上昇

これらの課
題を解決
するための
対策の検討

対策実施
のための

資金確保策
を支援する
ことが重要
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２ クライアントの融資が厳しいと思われる時のポイント

１ 今回の金融庁等からの要請文により、
A 過去の決算書が赤字、直近試算表が赤字
B 既に借入金が企業規模に比して大きい
C 過去に元本返済据え置き等の条件変更を行っている
等の理由のみで機械的に融資否決をしないように求めていることを知っ
ておく。（機械的に融資否決とは、たとえば、決算書、試算表のみを預
かって、特に経営者からヒアリングもせずに、難しいと回答するような
ケースです。

２ 今回の融資が、クライアントの経営課題の解決にどのようにつながり、
事業再生ステージに入ることを防止するかを具体的に整理して、経営者
の言葉で融資申込書に添付するように指導する。
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資金繰り支援の内容 具体的策 資金繰り支援の内容 具体的策

１　小口零細企業保証
借換えを含めた資金繰り
改善

新型コロナ感染症特別貸付け等

２　経営力強化保証 原材料価格高騰対策 セーフティネット貸付

経営改善・事業再生支援
コロナ経営改善サポート保証
信用保証付債権DDS

無利子・無担保融資から
の借換促進

公庫のコロナ資本性劣後ローンと
の連携融資

全ての法人が対象 経営指導支援 早期経営改善計画策定支援事業

事業承継・引継ぎ支援センター

中小企業活性化支援協議会

よろず支援拠点

全ての法人が対象

クライアントの区分

民間金融機関

コロナ融資の借換え支援
黒字決算あるいは、最終赤字
ではあるが、償却前黒字

政府系金融機関

赤字決算、債務超過会社、過
大債務会社

経営改善・事業再生支援・
財務基盤の強化

コロナ資本性劣後ローン

M&A、事業再構築、自主廃業等の選択肢の検討が必要となる

場合には、下記機関と積極的に連携を図り、時期を失しない

ようにすることが重要
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３ 民間金融機関の融資メニュー

出典：東京信用保証協会
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出典：東京都産業労働局



19出典：東京都産業労働局
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出典：全国信用保証協会連合会



21出典：全国信用保証協会連合会



22出典：全国信用保証協会連合会



23出典：全国信用保証協会連合会
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今回の融資が、クライアントの経営課題の解決にどのようにつながり、事業再生
ステージに入ることを防止するかを具体的に整理して記載する。

出典：全国信用保証協会連合会



25出典：全国信用保証協会連合会



26出典：中小企業庁HP



27出典：中小企業庁HP
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出典：中小企業庁HP
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出典：中小企業庁HP



30出典：中小企業庁HP



31

４ 政府系金融機関の融資メニュー

出典：日本政策金融公庫HP
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33出典：日本政策金融公庫HP
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（出典：財務省）
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自己資本の増加 ＝ ９，９２７万円（８，８８７＋１，０９０）

負債の減少 ＋
４，４２７（うち資本性ローン

一括返済４，０００）
資産の増加 ５，５００

＝
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40出典：日本政策金融公庫（国民生活事業HP）
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出典：日本政策金融公庫（国民生活事業HP）



３ 信用保証付融資における経営者保証
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出典：「コロナ資金繰り支援策の転換を踏まえた事業者支援の徹底等について」（金融庁）
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出典：中企庁HP



45出典：中企庁HP
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出典：中企庁HP
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出典：中企庁HP
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出典：中企庁HP



49出典：中企庁HP



50出典：中企庁HP
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Ⅱ 創業支援策



52出典：「日本政策金融公庫プレスリリース」
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出典：「日本政策金融公庫プレスリリース」



54出典：中小企業庁HP
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Ⅲ 人手不足対策資金の確保策
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出典：「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査）」日本商工会議所・東京商工会議所
2024. 2 . 24
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今、何が起きている？

生産年齢人口の減少が開始（1995年）してから、30年が経過し、大企業へ
の圧倒的な人材シフトが急激に起こっている

大企業は、過去最高益の企業も多いにもかかわらず、あらゆる準備と採用
コンサルティングを受けて、人材確保に必死となっている。

上場企業においては、2023.3期以降は、「人的資本の開示」が義務化。
「人的資本経営」（Human Capial Management）が急速に重要となっている。
人的資本開示GLである「ISO30414」取得企業も2024年前半では16社に
上っている。→ 「人的資本ROI」が重要な経営指標となっている

単に、中小企業だから来ないのではなく、採用努力の面、経営目標の設定
等の面でも差を付けられない努力が必要。
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１ 人材確保目標利益の設定

人材確保
目標利益

財務絶対利益

既存社員の待遇改善費用

プラスアルファ要員確保費用

人材確保投資費用の当期費用＋当期償却費用
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２ 財務絶対利益の考え方

財務絶対利
益とは？

1年以内以内に返済すべき借入金及びリース負債元本

【流動資産】

【固定資産】

【流動負債】

【固定負債】

【純資産】

リース負債

1年以内返済借入金

長期借入金

1年以内に預金から減る金額

会社が預金が減らないように
財務的に絶対確保すべき利益

税引き後利益＋減価償却費
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「人手不足対策資金」を確保する財務CF組替えプラン」を検討する

正常運転資金

設備資金
（固定負債）

過去の赤字
補填借入

コロナ特別
貸付で

組み換え後の
借入金

長期借入金

正常運転資金

長期借入金

コロナ対応コロナ前
将来投資資金を確保する

財務CFへ組み換え

「資本性劣後ローン」
「長期借入金」

への組み換え
支援を打診

「短期継続融資」
への組み替え
（返済無し）

長期的な
返済が必要

な部分

長期借入金

元本を正常に
返済

元本を正常に
返済
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（出典：R3.10..8 内閣府沖縄総合事務局 「沖縄版 企業支援によるコロナへの挑戦（セミナー）
金融庁金融監督局銀行第二課地域金融企画室長 今泉宣親氏 講演資料）
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2018.12 国際標準化機構（ISO）は、「人的資本報告のガイドライン」
（ISO30414）を公表（中小企業版を含む）

2020.11 米国証券取引委員会（SEC）は、上場企業に「人的資本情報
の開示」を義務化

2022.8 内閣官房が、「人的資本可視化指針」を公表

2023.3
2023.1の「企業内容等の開示に関する内閣府令」の施行を
受け、2023.3．31以後終了事業年度に係る有価証券報告
書より、「人的資本に関する開示」が義務化

３ 「人的資本」経営の推移
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ISO ３０４１４

人的資本報告のガイドライン
Guideline for internal and external human capital reporting

序文(introduction)

人的資本には、組織の人々の知識、スキル、能力の蓄積及び組織
の長期的パフォーマンスへの影響、そして組織の成果の最適化
を通じた競争優位が含まれる。

人的資本の測定は、組織が最も重大な資源及びリスクである人を
管理することを促進する。人的資本を管理しない組織は、事業が
人を通じて達成される長期的かつ持続可能な価値を生み出す能
力及び機会を損なうかもしれないことが調査で示されている。

人的資本報告（HCR）に対する標準化されたアプローチは、
（中略）人的資本への投資の結果として生まれる財務的及び非
財務的成果への理解のより促進させるメリットがある。
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ISO３０４１４が定める「１１分野」と５５個の測定基準

内部管理 外部報告
1 苦情の件数及び種類 〇
2 懲戒処分の件数及び種類
3 コンプライアンス及び倫理研修を修了した従業員の割合 〇 〇
4 内部で解消できず裁判等発展したトラブル 〇
5 外部監査の結果等 〇
6 総労働コスト（外注費等の外部労働コストを含む） 〇 〇
7 外注費等の外部労働コスト 〇
8 平均給与額及び平均役員報酬額
9 自社雇用コスト（給与＋社会保険料＋企業年金会社負担額＋人材開発費等）
10 解雇、退職勧奨、配置転換等のコスト 〇
11 従業員の多様性（年齢、性別、障害、その他） 〇
12 経営陣の多様性（年齢、性別、障害、その他）
13 リーダーに対する従業員等の信頼度（従業員調査等による測定）
14 管理範囲（リーダー一人当たりの部下の数）
15 リーダーの育成（リーダー育成プログラムや研修へのリーダー参加率等） ※ ※
16 従業員のエンゲージメント、満足度、コミットメント 〇
17 定着率 〇
18 労働災害により稼働できなかった時間数
19 労働災害の件数 〇 〇
20 業務時間中の死亡者数 〇 〇
21 研修への参加率 〇
22 従業員一人当たりEBIT、売上高、利益 〇 〇
23 人的資本ROI 〇 〇

※は、筆者として中小企業でも重要と考える指標

中小企業
人的資本エリア 測定すべき基準

1

2

3

4

5

6

7 生産性

組織の健全性、安全
性、福利厚生

コンプライアンス及
び倫理

コスト

ダイバーシティ

リーダーシップ

組織、文化

COPY RIGHT2024  BEST PILOT CONSULTING FＩRM



66

内部管理 外部報告
【採用エリア】

24 ポジションごとの候補者数
25 採用ごとの期待値との差異（採用前の期待値との差異）
26 人材採用までの期間
27 重要ポストでの人材採用までの期間
28 自社にとって将来必要となる人材の能力評価方法
29 【組織内部での流動性】
30 内部人材で充足できたポジションの割合
31 重要な求人ポジションでの内部充足率 〇
32 重要な求人ポジションの全ポジションに対する割合
33 求人が発生した重要ポジションの求人ポジション全体に対する割合
34 内部異動率
35 重要な求人ポジションが発生した場合に対応可能な社内人材の準備状況

【離職】
36 離職率 〇 〇
37 定年退職を除く希望退職率
38 キーパーソン離職率
39 離職理由別離職の状況 〇
40 人材開発及び研修コスト 〇 〇
41 研修参加率 〇
42 一人当たり研修時間 〇
43 研修プログラム別の研修参加率
44 従業員のコンピテンシー（好業績社員と同様の行動特性）評価
45 重要ポジションでの内部承継率 〇
46 後継者準備率（後継者になり得る社員数／後継者が必要な幹部社員数） 〇
47 即時（1年以内）後継者準備率
48 短期（1年～3年）後継者準備率
49 中期（4年から5年）後継者準備率
50 従業員数 〇 〇
51 フルタイム及びパートタイムの従業員数 〇 〇
52 パートタイムをフルタイムに換算して合計した従業員数（FTE）
53 臨時の労働力数（個人事業主） 〇
54 臨時の労働力数（派遣社員） 〇
55 欠勤率 〇

中小企業
人的資本エリア 測定すべき基準

労働力の利用可能性11

採用、異動、離職8

スキルと能力9

後継者育成10
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ISO３０４１４での「生産性」目標は？

人的資本ROIを最大にすること！

人的資本

目標とする利益

人的資本

への投資によ
り達成する

利益

退職、採用コスト
増加、人的ミス等

による
リスクコスト

目標利益
の最大化

人件費＋法定福利費＋401K等
の企業年金企業負担＋人材開

発費＋福利厚生費
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人的資本
ROI

＝

A＝（人件費＋法定福利費＋
401K等の企業年金企業負担＋
人材開発費＋福利厚生費）

売上高ー（経常経費－A）

ー １

１ 売上高 1億円
２ 経常利益 1,000万円
３ 経費：9,000万円
４ 経費のうち、上記A

として集計した金額
6,000万円

人的資本ROI＝（1億円－
（9,000万円－6,000万円）
／6,000万円ー１＝０．１６
（１６％）

【ケーススタディ】

人的資本によるアウト
プットの対応関係から
すれば、新卒採用者や
中途入社、中途退職者
を除外して算出するこ

とを考えられる
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出典：「Human Capital Report 2023」豊田通商株式会社
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Ⅳ 事例検討
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【ケーススタディ】
１ 食品検査業を営むA社
２ 従業員数：10名
３ 直近決算状況：① 売上高 １億2,000万円 （平均月商1,000万円、

回収サイト2か月、買掛金は無し）
② 税引き後利益500万円（減価償却費600万円）

４ 金融機関借入状況
① 運転資金（コロナ借入金含む）残高 1億円 月額元本返済50万円

（うち、日本政策金融公庫借入金5,000万円）
② 検査機器設備資金 5,000万円 月額元本返済50万円

５ 人材確保のための投資計画：950万円（①から⑦合計）
① 既存社員待遇改善費用：200万円/年（一人当たり年間20万円の改善）
② プラスアルファ要員確保費用：400万円
③ コミュニケーションツール導入費用：月額5万円×12か月＝60万円
④ 福利厚生費用増額：2万円/人×10人＝20万円
⑤ 表彰制度の充実：50万円
⑥ 研修予算の増額：2万円/人×10人＝20万円
⑦ 採用費用：200万円
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１ 財務絶対利益の計算
（50万円＋50万円）×12か月＝1,200万円

２ 現状の財務CFの問題点
税引き後利益500万円＋減価償却費600万円＝1,100万円
財務絶対利益より100万円少ない。これでは、人材確保投資予算
950万円を全く捻出できない。

３ 対応策の検討
① 現状での利益の積上必要額は？

（1,200万円－1,100万円）÷0.65（税効果）＋950万円（人材投資）
＝約1,100万円

② 単年度で達成できるかを検討する。

③ 金融機関に、財務絶対利益改善の交渉を行い、①のハードルを
下げる。
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戦略Ⅰ 短期継続融資への切り替え打診
→ 所要運転資金 1,000万円×2か月＝2,000万円

戦略Ⅱ 日本政策公庫に、民間取引金融機関との協調による支援及
び資本性ローンによる月額返済額の軽減を要請

戦略Ⅲ 民間金融機関に対して、人材投資資金とセットで、既存借入
金の月額返済軽減を合わせて要請

(単位：千円）

残高 年間返済額

運転資金 100,000 6,000

設備資金 50,000 6,000

合計 150,000 12,000

(単位：千円）

残高 年間返済額
年間返済額

（4年目以降）
金融機関

短期継続借入 20,000 0 0 民間

資本性ローン 50,000 0 0 公庫

借換融資
（3年据置）

85,000 0 6,000 民間

小計 150,000 0 0

資本性ローン
（人材投資）

20,000 0 0 公庫

人材投資借入
金（3年据置）

10,000 0 1,000 民間

合計 180,000 0 7,000
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５ ４による財務CFを改善した期間を最大限活用して、人材投資による収益
力を強化する。
→ 単に、元本据え置きという考えでは、金融機関がどこも支援してくれない！

① 「一人当たり売上高」の最大化を目指す（KGI）

② ①の結果として、「人的資本ROI」（KGI）を上昇させ、求職者へのアピール
する！（中小企業でも取り組んでいることをアピールする！）

作業単価

価格転嫁
＋

スキルアップ

× 作業処理数

マニュアル
＋

スキルアップ
＋

コミュニケーション
＋

モチベーション

一人当たり
売上高の拡大
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今、中小企業への財務支援を行う時の心構えは？

人手不足、インフレ、金利上昇という急激な経営環境の変化に
対応するための時間を確保すること！

財務CFを組み替えて、手元資金を確保して、改善＆成長する時間を確保する

出口までの改善＆成長戦略（長期戦略の場合には、事業承継戦略も必要！）を
経営者に考えさせ、金融機関に協力を要請する

計画達成のための伴走支援を行う
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現在
達成

可能な
将来

財務CFを組み替えて,
時間軸をずらし、

改善＆成長の時間を確保する

速やか
に
動く

達成可能な将来が見通せないのであれば、
経営資源が枯渇する前に、

M&A、事業譲渡、事業再生GL等による廃業支援
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